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四国アライアンス奨学金返還支援制度（愛媛県） 2024年度 募集要項 

 
四国アライアンス 4行（阿波銀行、百十四銀行、伊予銀行、四国銀行）は、四国創生の実現に向けて、

地元企業と協働して、若手人材の定着・育成を支援することを目的に、奨学金返還支援制度を創設しま

した。 

伊予銀行では、愛媛県内の企業での就業等、所定の条件を満たした場合に、従業者が返還する奨学金

の返還額の一部を給付しますので、下記に基づき、支援を希望される方を募集します。 

 

１．募集期間 

2024年 9月 1日（日）～2025年 1月 31日（金） 

 

２．募集人員 

10人程度 

 

３．対象者 

募集の対象は、応募要件のいずれかおよび対象要件の全てを満たす者とします。 

（１）応募要件 

① 大学等（大学（短大を含む）、大学院、高等専門学校および専門学校（専修学校専門課程））を

2023年 4月～2024年 3月に卒業し、2024年度に愛媛県の賛同企業（※1）に就職した者 

② 既卒者の場合、大学等（大学（短大を含む）、大学院、高等専門学校および専門学校（専修学校

専門課程））を 2020年 4月～2023年 3月に卒業し、2024年度に愛媛県の賛同企業に就職した者 

③ 2023 年 4 月～2024 年 8 月に四国外から愛媛県の賛同企業に就職をした者で、2024 年 4 月 1 日

時点で 30歳以下の者 

※1 本制度に賛同する企業で、以下アドレスの賛同企業一覧に掲載されている企業（賛同

企業一覧アドレス：URL:https://www.iyobank.co.jp/about/pdf/scholarship-sando-

ichiran.pdf） 

（２） 対象要件 

① 原則、四国内に住所を有する者 

② 日本学生支援機構等（※2)の無利子奨学金または有利子奨学金の貸与を受けている者で、自ら

返還する者または現在返還中（※3）の者 

 ※2 日本学生支援機構以外の奨学金については、日本学生支援機構奨学金に準じる要件のもの 

     ※3 現在返還中の者は奨学金返還を滞納していないことを条件とする 

③ 上場企業（子会社および関連会社を含む、プライム、スタンダード、グロース市場上場）の正

社員または公務員（みなし公務員を含む）ではないこと 

④ 募集時点で愛媛県の賛同企業に正社員（※4）として在籍しており、当該企業に継続して勤務を

行う意思のある者 

※4 正社員とは、以下のいずれにも該当する労働者をいう 

・期間の定めのない労働契約を締結している労働者であること 

・労働者派遣法に定める「派遣労働者」として雇用されている者でないこと 

⑤ 助成対象となる奨学金について、過去に本制度を利用していない者または他の奨学金返還免

https://www.iyobank.co.jp/about/pdf/scholarship-sando-ichiran.pdf
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除・助成制度を利用していない者（ただし、賛同企業が独自に行う奨学金返還支援制度との併

用は可） 

⑥ 暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員ではないこと 

 

４．給付額等 

給付額、給付方法等は下表のとおりとします。 

なお、支援金額に応じて、支援金が給付される年の所得税（一時所得）の申告義務が生じる場合が

ありますので、適切な対応をお願いします。 

 基準 備考 

給付条件 
各計算期間の給付申請時点で、応募時の賛同企業

の正社員として在籍が確認できること（※5） 

 

給 付 額 

各計算期間中に割賦返還された奨学金の額（※6）

または計算期間毎に定める給付上限額のいずれ

か低い金額 

計算期間①の給付上限額：10 万円 

計算期間②・③の給付上限額：20 万円 

※千円未満切捨て 

給付時期 

計算期間①の給付：2026年 1月頃 

計算期間②の給付：2028年 1月頃 

計算期間③の給付：2030年 1月頃 

給付時期は前後する場合あり 

計算期間 

① 2024年 10月 1日-2025年 9月 30日 左記計算期間中に返還された奨学金等を給

付額の計算根拠とする 
② 2025年 10月 1日-2027年 9月 30日 

③ 2027年 10月 1日-2029年 9年 30日 

給付方法 支援対象者本人の銀行口座に振込  

※5 在籍する企業が、賛同企業募集要項に定める登録の取消事由に該当し、登録を取り消された場合

を除く 

※6 自治体等、他の奨学金返還支援助成制度等との併用は不可とする。ただし、賛同企業が独自に

行う奨学金返還支援制度との併用は可とし、給付額から賛同企業の支援額を控除して計算する 

（例）計算期間①に 12万円の奨学金返還を行い、賛同企業から 6万円の支援を受けた場合 

    ・（12万円－6万円）＝6万円…計算期間中に返還された奨学金等の額 

    ・計算期間中に返還された奨学金等の額 6万円<計算期間①の給付上限額 10万円 

    ・計算期間①の給付額：6万円 

 

５．応募方法 

以下に記載するアドレスにアクセスし、応募フォーム画面へ必要事項を入力し、電子申請を行っ

てください。なお、電話等により入力内容の確認を行うとともに、必要に応じて追加書類の提出を

求める場合があります。 

（１）応募フォーム：こちらをクリックしてください。 

（２）応募に必要な書類 

以下の書類について、応募フォームから電子データ（PDFデータ、画像データなど）をご提出くだ

さい。なお、後日、必要に応じて原本の提出を求めることがありますので、ご了承ください。  

Ａ．官公署発行の顔写真付き本人確認書類（運転免許証、パスポート、マイナンバーカード等） 

Ｂ．奨学金の当初借入総額がわかる書類（日本学生支援機構の場合「貸与奨学金返還確認票」、「奨

学金貸与証明書」、「奨学金返還証明書」等） 

Ｃ．在籍証明書（応募用）（様式 1） 

https://2357fbb2.form.kintoneapp.com/public/44b5c93e387d7eed6b55f4cd438c7a900024a4050b8d56ad4ef09c9b8db6f766
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６．支援対象者の決定等 

（１）支援対象者の決定 

募集人員を超える応募があった場合には、抽選にて支援対象者を決定し、応募者および賛同企業

の人事担当者に電子メールにて結果を通知します。抽選の結果、採択を見送らせていただくこと

がありますので、予めご了承ください。 
（２）支援の取消し 

次の事由に該当した場合は、支援の決定を取り消すことがあります。 

① 奨学金返還が免除された場合 

② 奨学金返還を滞納した場合 

③ 支援対象者より辞退する旨の申出があった場合 

④ 計算期間中に自己都合、会社都合の別を問わず離職を行った場合 

⑤ 四国外に転出した場合（転勤による島外事業所勤務を除く。）  

⑥ 支援対象となる奨学金について、他の助成制度等を活用した事実が確認された場合（ただし

賛同企業が独自に行う奨学金返還支援制度による支援は除く） 

⑦ 正当な理由がないにも関わらず、四国内に住所を有しない場合 

⑧ 「７．決定後の手続き」を怠った場合 

⑨ 暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員であることが

確認された場合 

⑩ 在籍する企業が賛同企業募集要項に定める登録の取消事由に該当し、登録を取り消された場合 

⑪ その他、当行が不適当と認める場合 

 
７．決定後の手続き 

支援対象者に対して、電子メールで以下のとおり必要書類の提出を依頼しますので、提出期限まで

に必ず提出してください。必要書類が提出期限までに提出されない場合は、辞退したものと見做しま

す。こちらから提出がなされたことの確認は行いませんので、ご注意ください。 

なお、電子メールは、応募時に登録いただいたメールアドレスにお送りしますので、メールアドレスの

変更があった場合は、「９．応募先・問合せ先」に記載のメールアドレス宛に必ずご連絡ください。 
（１）スケジュール 

 必要書類の提出依頼 必要書類の提出期限 
計算期間① 2025年 10月初旬 2025年 12月末日 

計算期間② 2027年 10月初旬 2027年 12月末日 

計算期間③ 2029年 10月初旬 2029年 12月末日 

 ※本スケジュールは予定であり、変更となる場合がある 
（２）必要書類 

Ａ．給付申請書（様式 2）【原本】 
Ｂ．官公署発行の顔写真付き本人確認書類の写し 

（運転免許証、パスポート、マイナンバーカード等） 

Ｃ．現在の奨学金貸与額および奨学金返還状況がわかる書類【原本】 

（日本学生支援機構の場合「奨学金返還証明書」） 

Ｄ．在籍証明書（給付用）（様式 3）【原本】 
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（３）その他 

   給付金は銀行振込となります。振込指定口座は、伊予銀行のご本人名義の普通預金口座に限らせ

ていただきますので、お持ちでない場合には、伊予銀行に普通預金口座を開設いただきます。予め

ご了承ください。 

 
８．その他 
（１）提出書類は返却しませんので、予めご了承ください。 
（２）提出書類に漏れがある場合、当行から連絡はしませんので、提出いただく際に必要書類が全て添

付されていることを十分ご確認ください。 
 
９．応募先・お問い合せ先 

伊予銀行広報CSR室 四国アライアンス奨学金返還支援制度担当 

〒790-8514 

愛媛県松山市南堀端町1番地 

TEL 089-907-1011 

MAIL iyo011zrpywc@iyobank.co.jp 

※ ご不明な点等がありましたら、上記へお問い合わせください。  


